
2022年4月1日より2023年3月31日まで
科目 備考

Ⅰ　経常収益

  　　1．受取会費

 　　　   正会員受取会費 2,340,000 

  　　　  賛助会員受取会費 975,000 

 　　　   団体会員受取会費 500,000 

  　　　  学生会員受取会費 4,000 3,819,000 

  　　2．受取寄付金

 　　　   受取寄付金 15,583,518 

  　　　  講師料受取寄付 583,632 16,167,150 

  　　3．受取助成金等

   　　　 受取助成金 1,300,000 

   　　　 受取補助金 1,000,000 2,300,000 

  　　4．事業収益

   　　　 自主事業収益 2,312,504 

 　　　   受託事業収益 18,483,527 20,796,031 

  　　5．その他収益

  　　　  受取利息 257 

  経常収益  (Ａ) 43,082,438 

Ⅱ　経常費用

  　　1．事業費

 　   (1)人件費

      　　給与手当 9,641,138 

      　　法定福利費 1,446,115 

      　　通勤費 592,041 

      　　福利厚生費 12,059 

  　     　 人件費計 11,691,353 

   　 (2)その他経費

    　　  売上　原価 223,409 

     　　 業務委託費 23,423 

    　　  諸謝金 11,554,435 

     　　 印刷製本費 1,055,827 

     　　 会議費 39,358 

     　　 図書費 23,433 

    　　  旅費交通費 1,685,719 

    　　  通信運搬費 1,369,250 

   　　   消耗品費 923,917 

    　　  交際費 69,451 

    　　  水道光熱費 277,624 

   　　   地代家賃 1,467,180 

  　　    広告宣伝費 252,060 

  　　    賃借料 1,097,977 

  　　    減価償却費 246,753 

    　　  保険料 72,404 

    　　  諸会費 73,538 

  　　    租税公課 3,035 

   　　   消費税等 922,400 

   　　   支払手数料 601,233 

   　　   リース料 95,040 

   　　   報酬料金等 460,350 

    　　  雑費 53,706 

      　　  その他経費計 22,591,522 

          事業費  計 34,282,875 

金額

　　　　第２号議案
　　　特定非営利活動法人　児童虐待防止協会　2022年度決算（活動報告書）案

共同募金会1,000,000 明日への力300,000



科目 備考

　　　2．管理費

  　　  (1)人件費

    　　  給与手当 802,193 

   　　   法定福利費 128,450 

   　　   通勤費 61,689 

   　　   福利厚生費 1,339 

     　　   人件費計 993,671 

 　　   (2)その他経費

   　　   会議費 2,771 

   　　   旅費交通費 8,011 

   　　   通信運搬費 10,561 

    　　  消耗品費 55,921 

     　　 水道光熱費 30,847 

    　　  地代家賃 163,020 

   　　   賃借料 7,778 

  　　    広告宣伝費 27,610 

  　　    接待交際費 7,400 

   　　   新聞図書費 473 

  　　    減価償却費 27,416 

  　　    保険料 2,986 

 　　     諸会費 3,837 

 　　     リース料 10,560 

 　　     租税公課 248 

  　　    支払手数料 46,481 

  　　    報酬料金等 51,150 

   　　   雑費 5,434 

        その他経費計 462,504 

          管理費  計 1,456,175 

            経常費用  (Ｂ) 35,739,050 

     当期経常増減額(Ａ)-(Ｂ) 7,343,388 

Ⅲ　経常外収益

  繰入金収入 0 

    経常外収益  計 0 

Ⅳ　経常外費用

  繰入金支出 0 

    経常外費用  計 0 

        税引前当期正味財産増減額 7,343,388 

        法人税、住民税及び事業税 70,000 

          当期正味財産増減額 7,273,388 

          前期繰越正味財産額 60,774,141 

          次期繰越正味財産額 68,047,529 

金額


